
■医師確保対策【所要額７８５百万円】
⇒医師養成確保修学資金等貸付事業の実施
⇒地域医療指導医派遣システム推進事業の実施
⇒専門医派遣システム推進事業の実施
⇒医育大学への寄附講座の設置

■災害時医療対策【所要額７６百万円】
⇒災害時医療体制確保事業の実施

■在宅医療対策等【所要額１３９百万円】
⇒在宅医療連携推進事業の実施
⇒生活習慣病在宅療養促進支援事業の実施
⇒子どもの心の診療ネットワーク推進事業の実施

広域分散型の本道においては、多雪・寒冷といった気象的特性のほか、

人口の減少や高齢化の進行などの将来を見据え、住民・患者の視点に立ち、
医師などの地域偏在などに対応し、限られた医療資源を有効に活用して、
今後の医療提供体制を充実・強化する必要があります。

「北海道地域医療再生計画（平成２４年度補正予算）」【概要版】

■対象とする地域
⇒北海道全域

★日本総面積の約22％を占め、東北６県と新潟県を合わせた面積と同等
★６つの三次医療圏を有し、うち２つの面積は４６都府県よりも広大
★札幌市と根室市間の距離は、東京・大阪間に相当

■計画期間
⇒平成25年4月1日～平成25年度末

★ただし、計画の目標を達成するため、個別の事業で明らかに平成25年度を
超えるものについては、個別事業において｢平成25年度事業開始｣と記載

○医師確保対策
・道内の人口10万人当たりの医療施設従事医師数は、ほぼ全国平均並であ
るが、市部に９割が集中し、全国平均の半分以下となっている二次医療圏
が３つ存在するなど、著しい地域偏在と医師の絶対数の不足が課題となっ
ている。

・地方センター病院等の中核病院においては、脳神経外科や循環器内科など
の専門医も不足していることから、夜間休日の対応や入院患者受け入れの
ために、専門医の確保が課題となっている。

○医師確保対策
・医師不足の状況を改善するとともに、必要な診療科の専門医を派遣する
体制を構築するなどにより、将来にわたって持続可能で安定性のある医師
確保対策を実施し、地域における医師不足に係る課題の解決

○災害時医療対策
・災害拠点病院の機能強化を図るとともに、災害時の医療支援に必要な
災害医療従事者の人材育成等の実施による体制の強化

○在宅医療対策等
・将来的に市町村単位での在宅医療の連携構築を目指し、退院支援から日
常の療養支援、急変時の対応、看取りまで継続して医療が行われるよう、
多職種の連携づくり進め、在宅医療を希望する道民が安心して暮らすこと
ができる体制を整備

○災害時医療対策
・東日本大震災の教訓を踏まえ、地震・津波や火山噴火などの自然災害のほ
か、原子力災害などに対応するため、全ての二次医療圏において合計33ヶ
所の災害拠点病院を確保しているが、国の新しい指定要件を満たして機能
強化を図る必要がある。

○在宅医療対策等
・道内の在宅療養支援診療所318ヶ所のうち、約５割が札幌市を含む札幌圏
に集中していることから、他の地域における、診療所を中心とした多職種連
携による在宅医療サービス提供体制の整備が急務となってる。

●対象とする地域、計画期間

●現状の分析と課題

●目 標

●具体的な施策

総額１０億円
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医師数は｢札幌圏｣と
｢上川中部圏｣に集中

《 医師の地域偏在の現状 》

10万人対医師数が
全道値を上回っている

10万人対医師数が
全道値の70％以下

※Ｈ２２調査結果

≫キャリア形成期間を通じた継続的な取り組み≪

～ 道内関係者が一体となった循環型医師養成・確保による地域医療の再生 ～
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ステージに適応した実践的な取組

卒 後

医育大学
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地域の病院等

診療所

 地域医療を担う医学生・研修医の教育
 地域への指導医・専門医の派遣

 地域医療を担う総合内科医の教育
 地域への専門医の派遣

 地域医療を担う総合内科医の教育
 専門医の派遣受け入れ



在宅医療の推進
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